


事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直しについて 

 

 我が国においては，デフレから完全に脱却し，成長型の経済を実現させる千載一遇の歴史的なチャンスを迎えており，春季労使交 

渉では，1991年以来33年振りの高水準の賃上げにより，企業の設備投資は史上最高の水準にあることから，こうした前向きな動きを 

中小企業・地方経済等でも実現し，日本経済を成長型の新たなステージへと移行させていくとともに，これらを通じて，少子高齢化・ 

人口減少を克服し，豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会を実現していくこととしております。 

 

本市においては，まちの活力を維持・発展させ，活気にあふれ，賑わいのあるまち，いつまでも住み続けたいまち，選ばれるまち 

であるためには，急激な人口減少への対応が喫緊の課題であり，この難局を乗り越えていくために，令和５年(2023年)６月に「人口 

減少対策本部」を立ち上げ，市の総力を挙げて取り組む体制を構築し，各種対策を進めるとともに，将来にわたって持続可能な行財 

政運営を確立するために，令和４年度(2022年度)に策定した「函館市行財政改革推進プラン（2022～2026）」に基づき，職員一人ひ 

とりが行財政運営の現状や課題に対し危機意識を持ち，各種業務や事業の改善を図りながら，様々な取組みを進めることとしており 

ます。 

 

 つきましては，全ての職員が本市を取り巻く現状や課題を共有したうえで，個々の能力を十分に発揮し，活躍できるよう，職員の 

能力開発のほか，多様な雇用形態の活用を進めるなど，創意と工夫をこらした取組みを行うことが重要であると考えており，令和７ 

年度(2025年度)の事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直しについて，別紙のとおり提案いたしますので，貴職のご理解と 

ご協力をお願い申し上げます。 

 

1



増    減    項    目 正職員数
会計年度
任　　用
職 員 数

備　　　考

企画管理課 移住・人口減少対策業務に係る執行体制の強化に伴う増 1

広報広聴課 会計年度任用職員の活用による正職員からの切り替え ▲ 1 1

計画調整課 新たな函館市総合計画の策定に伴う増 3

3 1

総務課 国勢調査の実施に伴う増 2 4

災害対策課 災害対策関連計画の策定・見直し等に伴う増 1

行政改革課 標準準拠システムへの一部移行が完了したことに伴う減 ▲ 1

2 4

指導監査課 高齢者虐待や介護保険の不正請求に係る監査実施体制の強化に伴う増 3

地域包括ケア推進課 介護保険事業に係る企画・管理業務の移管に伴う減 ▲ 3

自立相談支援機関の自立的な運営が一定程度確保されたことに伴う減 ▲ 1

介護保険課 介護保険事業に係る企画・管理業務の移管に伴う増 3

健康増進課 東部４支所管内に係る健康増進業務の実施に伴う増 1

障がい保健福祉課 第63回北海道障がい者スポーツ大会の開催に伴う増 1 3

保健予防課 東部４支所管内に係る感染症・難病業務の実施に伴う増 1

感染症・難病業務に係る執行体制の見直しに伴う減 ▲ 1

東部保健事務所 東部４支所管内に係る相談業務等の減少に伴う事務所の廃止 ▲ 5

0 2

部   課   名

企画部

計

総務部

計

保健福祉部

計
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増    減    項    目 正職員数
会計年度
任　　用
職 員 数

備　　　考

子ども企画課 子ども・子育て支援事業計画の策定終了に伴う減 ▲ 1

母子保健課 東部４支所管内に係る個別相談支援・乳児健診等業務の実施に伴う増 1

0 0

環境推進課 会計年度任用職員の活用による正職員からの切り替え ▲ 1 1

新廃棄物処理システム構築業務の実施に伴う増 2

日乃出クリーンセンター 家庭系自己搬入ごみの事前申込み業務に係る執行体制の見直しに伴う減 ▲ 1

0 1

観光企画課 各種イベント運営・撮影支援等業務の移管に伴う増 5

（観光総務課）

観光振興課 各種イベント運営・撮影支援等業務の移管に伴う課の廃止 ▲ 5

観光誘致課 国際観光誘致等業務の移管に伴う増 5

（観光推進課）

国際観光課 国際観光誘致等業務の移管に伴う課の廃止 ▲ 5

0 0

観光部

計

計

環境部

計

部   課   名

子ども未来部
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増    減    項    目 正職員数
会計年度
任　　用
職 員 数

備　　　考

生涯学習部次長 執行体制の見直しに伴う減 ▲ 1

学校教育部次長 執行体制の強化に伴う増 1

学校教育部学校教育課 教職員業務の移管に伴う減 ▲ 5 ▲ 1

学校教育部教職員課 教職員課の新設に伴う増 1

教職員業務の移管等に伴う増 6 1

学校教育部教育指導課 いじめや不登校などの課題への対応が完了したことに伴う減 ▲ 1

学校教育部教育政策推進室 学校における働き方改革等の課題が一定程度整理されたことに伴う室の廃止 ▲ 1

学校教育部教育政策推進室 学校再編・地域連携業務の移管に伴う増 2

教育政策課

学校教育部教育政策推進室 学校再編・地域連携業務の移管に伴う課の廃止 ▲ 3

学校再編・地域連携課

小中学校 調理食数の減少に伴う減 ▲ 1

児童数の減少に伴う減 ▲ 2

▲ 2 ▲ 2

3 6

教育委員会

計

合　　　　　計

部   課   名
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(臨海研究所管理業務)

一般Ｐ　2 主査　1 一般Ｐ　2

(看護系大学等)

主査　1

(看護系大学等)

一般Ｆ　1

(移住・人口減)

主査　2 専門Ｐ　1 主査　2 専門Ｐ　1

主査　1 一般Ｆ　1

(移住・人口減)

(庶務) (庶務)

主査　2 主査　2

(企画)

企画管理課 (10) 企画管理課 (11)
企画管理課

・移住・人口減少対策業務に
ついて，執行体制の強化を図
るため，主査１名を増員する
ものであります。

係長　1 担当　2 係長　1

主査　2

(水産海洋・高等教育) (臨海研究所管理業務) (水産海洋・高等教育)

移住・人口減担当課長

水産海洋・高等教育担当課長 水産海洋・高等教育担当課長

看護系大学等担当課長看護系大学等担当課長

(企画)

移住・人口減担当課長

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

企 画 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

担当　2
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(計画調整) (計画調整)

主査　1 担当　1

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容

企 画 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

広報広聴課 (5) 広報広聴課 (4)
広報広聴課

・広報広聴業務について，本
格的業務以外の業務に会計年
度任用職員を活用することに
より，担当１名を一般フルタ
イム会計年度任用職員１名に
切り替えるものであります。

計画調整課

・新しい函館市総合計画を策
定するため，担当課長１名を
配置するとともに，主査１名,
担当者１名を増員するもので
あります。

主査　2 担当　2

計画調整課 (6) 計画調整課 (8)

現　　　行 見　直　案

一般Ｆ　1主査　2 担当　1

(広報広聴) (広報広聴)

主査　3 担当　2 主査　3 担当　2

(新計画)

新計画策定担当課長

区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル 区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル

配置数 6 12 6 24 3 1 配置数 7 14 6 27 3 2

増  減 1 2 3 1
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主査　2 担当　2 主査　2 担当　3 一般Ｆ　4

専門Ｐ　1

(統計調査業務)

統計調査担当課長

総務課 (9) 総務課 (10)

専門Ｐ　1

(統計調査業務)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

総 務 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

総務課

・国勢調査を実施するため，
担当課長１名を配置するとと
もに，担当１名，フルタイム
会計年度任用職員４名を増員
するものであります｡

係長　1 担当　3 一般Ｆ　1 係長　1

(統計) (統計)

担当　3 一般Ｆ　1

(庶務) (庶務)
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主査　1

(要支援者・自主防災組織) (要支援者・自主防災組織)

担当　3 専門Ｐ　2

(防災会議・防災計画) (防災業務)

主査　1 専門Ｐ　2

主査　2

総 務 部

主査　1

(防災業務)

(避難所・訓練) (個別避難計画作成業務) (避難所・訓練) (個別避難計画作成業務)

（関係部分掲載） （関係部分掲載）

災害対策課 (7) 災害対策課 (8)
災害対策課

・災害対策関連計画の策定・
見直し等を実施するため，主
査１名を増員するものであり
ます。

行政改革課

・情報システムの標準化につ
いて，標準準拠システムへの
移行が一部完了することから,
主査１名を削減するものであ
ります。

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

主査　1

(防災会議・防災計画)

主査　1

担当　3 専門Ｐ　2

専門Ｐ　2

行政改革課 (6)

主査　5

(行政改革)

行政改革課 (5)

主査　4

(行政改革)

区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル 区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル

配置数 5 15 11 31 5 1 配置数 6 15 12 33 5 5

増  減 1 1 2 4
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主査　1

(福祉拠点) 担当　1

(高齢者)

担当　2

主査　2

地域包括ケア推進課 (12)

主査　1 担当　2 主査　1

指導監査課 (13) 指導監査課 (16)

(社会福祉法人・社会福祉施設)

(障害等)

(社会福祉法人・社会福祉施設)

(障害等)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

保 健 福 祉 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

担当　1

指導監査課

・高齢者虐待や介護保険の不
正請求に係る監査実施体制の
強化を図るため，主査１名，
担当２名を増員するものであ
ります。

地域包括ケア推進課

・介護保険事業を一体的かつ
効率的に実施するため，介護
保険課へ企画・管理業務を移
管することから，主査１名，
担当２名を削減するものであ
ります。

・自立相談支援機関の自立的
な運営が，一定程度確保され
たため，担当課長１名を削減
するものであります。

(企画・管理)

主査　1 担当　2

(支援体制)

主査　1 担当　1

(医療・介護連携)

主査　1

(福祉拠点) 担当　1

主査　1

(自立支援)

福祉拠点担当課長

地域包括ケア推進課 (9)

主査　2 担当　1 主査　2

担当　4 主査　3

(高齢者)

担当　6

主査　1

(自立支援)

主査　1 担当　2

主査　1 担当　2

(支援体制)

主査　1 担当　1

(医療・介護連携)
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担当　2

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

保 健 福 祉 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

介護保険課 (27)

主査　1

(企画・管理)

主査　1 担当　6 専門Ｐ  1 主査　1

介護保険課 (24)

(訪問調査業務) (訪問調査業務)

(適正化業務) (適正化業務)

主査　1 担当　7 専門Ｐ  16 主査　1

(介護サービス)

(介護認定)

(介護サービス)

担当　6 専門Ｐ  1

担当　7 専門Ｐ  16

専門Ｐ  6

(介護保険料)

健康増進課 (13)

主査　1 担当　1 専門Ｐ　1

主査　1 担当　7 専門Ｐ  6

(介護保険料) (保険料徴収業務)

主査　1 担当　7

担当　1 専門Ｐ　1

(保険料徴収業務)

(がん健診)

(庶務) (一般事務補助等業務
          (障がい者))

主査　1 担当　1

主査　1 担当　3 専門Ｐ　1
(保健事業)

(一般事務補助等業務
          (障がい者))

担当　1

主査　1

(歯科事業)

主査　1 担当　2 専門Ｐ　1

(食育事業)

介護保険課

・地域包括ケア推進課から企
画および管理に係る業務を移
管することで，介護保険事業
を一体的かつ効率的に実施す
るため，主査１名，担当２名
を増員するものであります。

健康増進課

・東部保健事務所の廃止に伴
い，東部４支所管内の健康増
進業務を行うことから，担当
１名を増員するものでありま
す。

(受動喫煙防止業務)

健康増進課 (14)

主査　1

(庶務)

主査　1

(がん健診)

主査　1

(歯科事業)

主査　1

(介護認定)

(食育事業)

主査　1

(管理栄養士業務)

担当　4 専門Ｐ　1
(保健事業) (受動喫煙防止業務)

担当　2 専門Ｐ　1

(管理栄養士業務)
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(ろうあ相談員)

(障がい者スポーツ大会)

(ろうあ相談員)

主査　3 担当　13 専門Ｐ  2

(障害支援区分
 認定調査等業務)

(障害支援区分
 認定調査等業務)

嘱託医師 嘱託医師

(精神保健福祉事務業務)

専門Ｐ  1

専門Ｐ  2 専門Ｐ  2

(専任手話通訳者) (専任手話通訳者)

専門Ｐ  3 専門Ｐ  3

一般Ｆ  3主査　1

専門Ｐ  1

保 健 福 祉 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

専門Ｐ  1

(公費医療等) (公費医療等事務業務) (公費医療等) (公費医療等事務業務)

主査　3 担当　13 専門Ｐ  2

障がい保健福祉課

・第63回北海道障がい者スポ
ーツ大会が函館市や近隣市町
で開催されるため，担当１名,
一般フルタイム会計年度任用
職員３名を増員するものであ
ります｡

主査　1 担当　3 主査　1 担当　3

(給付管理) (給付管理)

主査　2

担当　1主査　1

(障がい者スポーツ大会)

担当　3 主査　2 担当　3

(社会参加・事業) (社会参加・事業)

主査　1 担当　5 専門Ｐ  1 主査　1 担当　5

(相談支援・精神保健) (精神保健福祉事務業務) (相談支援・精神保健)

障がい保健福祉課 (33) 障がい保健福祉課 (34)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

11



(感染症・難病)

保健予防課 (15)

(感染症・難病)(感染症・難病対策事務業務)

専門Ｐ　1

主査　3

(感染症等健康相談および
　　　　 健康被害相談業務)

(感染症等健康相談および
　　　　 健康被害相談業務)

内　　容 現　　　行 見　直　案

保 健 福 祉 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

保健予防課 (14)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

保健予防課

・東部保健事務所の廃止に伴
い，東部４支所管内の感染症･
難病業務を実施することから
担当１名を増員するとともに,
難病業務に係る執行体制の見
直しにより，専門パートタイ
ム会計年度任用職員１名を削
減するものであります。

東部保健事務所

・東部４支所管内の人口減少
や福祉拠点の設置に伴い相談
業務等が減少したことから，
各業務の関係課で業務を行う
ため，東部保健事務所を廃止
するものであります。

東部保健事務所 (5) （廃　止）

主査　1 担当　3
(障がい福祉・巡回検診・がん検診・母子保健事業・
 巡回健康相談・保健予防・健康増進・高齢者福祉事業)

専門Ｐ　1

担当　10 専門Ｐ　1 主査　3 担当　11

フル

配置数 8 30 77 115 37 配置数 6 30 79 115 36 3

区  分 部長

3増  減

次長 課長 係長・主査

▲ 2 2 ▲ 1

担当者 計 パート次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル 区  分 部長
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令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

子 ど も 未 来 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

子ども企画課（10） 子ども企画課（9）
子ども企画課

・子ども・子育て支援事業計
画策定業務の終了に伴い，担
当１名を削減するものであり
ます。

母子保健課

・東部保健事務所の廃止に伴
い，東部４支所管内の個別相
談支援・乳児健診等業務を実
施することから，担当１名を
増員するものであります｡

担当　1 一般Ｐ　1
(企画) (企画)

担当　3
(庶務) (庶務)

主査　1 担当　1 主査　1 担当　1

係長　1 担当　3 係長　1

(私学) (私学)

主査　1 担当　2 一般Ｐ　1 主査　1

母子保健課 (16)

主査  3 担当  12 専門Ｐ  3
(母子保健) (マザーズ・サポート・

   　ステーション相談業務)

専門Ｐ  4
(母子保健等保健師業務)

嘱託医師

母子保健課 (17)

主査  3 担当  13 専門Ｐ  3
(母子保健) (マザーズ・サポート・

   　ステーション相談業務)

専門Ｐ  4
(母子保健等保健師業務)

嘱託医師

区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル 区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル

配置数 2 6 18 26 8 配置数 2 6 18 26 8

増  減
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増  減 1 1 ▲ 2 1

フル

配置数 3 12 22 37 配置数 4 13 20 37 1

施設整備担当課長

区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート フル

担当　3

環境推進課 (13) 環境推進課 (13)

主査　1 担当  3 主査　1

(減量・美化) (減量・美化)

新廃棄物処理システム担当課長

区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

環 境 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

担当  2 一般Ｆ　1

環境推進課

・減量・美化推進業務につい
て，本格的業務以外の業務に
会計年度任用職員を活用する
ことにより，担当１名を一般
フルタイム会計年度任用職員
１名に切り替えるものであり
ます。

・一般廃棄物の処理に関わる
新廃棄物処理システム構築業
務を実施するため，担当課長
１名を配置するとともに，主
査１名を増員するものであり
ます。

日乃出クリーンセンター

・家庭系自己搬入ごみの事前
申込み受付業務について，業
務執行体制を見直し，担当１
名を削減するものであります｡

日乃出クリーンセンター (23)

主査　4 担当　12
　

主査　4 担当　2

施設整備担当課長

日乃出クリーンセンター (22)

主査　4 担当　11
　

主査　4 担当　2

主査　1 担当　3 主査　1

(廃棄物処理計画)(廃棄物処理計画)

主査　1

担当　2

担当　2 主査　2

(再資源化) (再資源化)

主査　2

(新廃棄物処理システム)
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令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 現　　　行 見　直　案

観 光 部
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

観光企画課
（観光総務課）

・観光振興課から各種イベン
ト運営・撮影支援等の業務を
移管することで，繁忙時に機
動的に対応するため，担当課
長１名を配置するとともに,
主査１名，担当３名を増員す
るものであります。

観光振興課

・各種イベント運営・撮影支
援等業務について，観光総務
課へ移管することから，課を
廃止するものであります。

観光企画課 (7)

（廃　止）

主査　1

担当  2

主査　1

(フェスティバルタウン・
　　　　　　   観光開発)

観光振興課 (5)

(フィルムコミッション)

観光総務課 (11)

係長　1 担当  3 係長　1

(企画) (観光戦略)

イベント・フィルムコミッション担当課長

主査　1 担当　3
(イベント・フィルムコミッション)

担当  3

(庶務) (庶務)

主査　1 担当　1 主査　1 担当　1
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4 9 13

フル 区  分 部長区  分 部長 次長 課長 係長・主査 担当者 計 パート

配置数 26 配置数

担当者 計 パート フル次長 課長 係長・主査

4 7 15 26

増  減 ▲ 2 2

（関係部分掲載） （関係部分掲載）

主査　2 主査　1

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容

観光誘致課 (9)

(誘客・広域観光)

観 光 部

現　　　行 見　直　案

観光誘致課
（観光推進課）

・国際観光課から国際観光誘
致等業務を移管することで，
国内海外観光客の誘致・受入
を一体的に推進するほか，観
光誘客に特化した資源・メ
ニュー開発を行うことから，
担当課長１名を配置するとと
もに，主査１名，担当３名を
増員するものであります。

国際観光課

・国内海外観光客の誘致・受
入を一体的に推進することか
ら，観光推進課へ業務を移管
するため，課を廃止するもの
であります。

(コンテンツ開発)

コンテンツ開発担当課長

観光推進課 (13)

(広域連携)

担当  2

(海外)

主査　1
(ＭＩＣＥ)

担当  1

主査　1 主査　1 担当  2

担当  5

(ＭＩＣＥ)

国際観光課 (5)

主査　2

(国際観光)

担当  2

（廃　止）

主査　1 担当  3
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令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 見　直　案

教 育 委 員 会
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

現　　　行

学校教育部次長

担当  4

(学務)

主査　1 担当　4

生涯学習部次長
学校教育部次長

・生涯学習部の執行体制の見
直しにより，次長１名を削減
するほか，学校教育部の執行
体制を強化するため，次長１
名を配置するものであります｡

学校教育部学校教育課

・教職員業務について，教職
員課へ移管することから，主
査１名，担当４名，専門パー
トタイム会計年度任用職員１
名を削減するものであります｡

学校教育部教職員課

・学校経営に係る教員からの
相談等に対して執行体制の強
化を図るとともに，学校所属
の会計年度任用職員に係る業
務を集約し，効率的に行うた
め，新たに教職員課を新設し,
課長１名，主査１名，担当５
名，専門パートタイム会計年
度任用職員１名を配置するも
のであります。

生涯学習部次長（管理）

生涯学習部次長（推進）

生涯学習部次長

（廃　止）

(教職員) (教職員人事管理
　　　　　 補助業務)

一般Ｐ  1

専門Ｐ  1

学校教育課 (6)

専門Ｐ  1

一般Ｐ  1

(教職員人事管理
　　　　　 補助業務)

教職員課 (7)

主査　1 担当  5

(教職員)

主査　1 担当  4

(学務)

学校教育課 (11)

主査　1

17



主査　1 担当  1

(地域連携)

主査　1 担当　1

学校再編・地域連携課 (3)

教 育 委 員 会
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

主査　1 担当  1

教育政策推進室 (7)

(政策企画)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 見　直　案

主査　1

専門Ｐ　1
(指導主事補助業務)

現　　　行

(再編・地域連携)

（廃　止）

教育政策課 (5)

主査　1 担当  1

(企画)

（廃　止）

学校教育部教育指導課

・いじめ重大事態に対する体
制等の構築に係る業務が完了
することから，主査１名を削
減するものであります。

学校教育部教育政策推進室
（教育政策課，
　　学校再編・地域連携課）

・学校における働き方改革，
学校再編などの課題について,
一定の整理がついたことから,
教育政策推進室を廃止すると
ともに，学校再編・地域連携
課の業務を教育政策課に移管
し，学校再編・地域連携課を
廃止するものであります。

(庶務)

教育政策課 (3)

教育指導課 (4)

指導主事　3

教育指導課 (5)

指導主事　3 専門Ｐ　1
(指導主事補助業務)
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フル

配置数

区  分

増  減

配置数

区  分

▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 2

2 4 3 4 89 102 583 4 3 5 89 104 60

部長・次長 課長 課長補佐 係長・主査 担当者 計 パート部長・次長 課長 課長補佐 係長・主査 担当者 計 パート フル

用務員　66 専門Ｐ　7

(東部４支所用務員業務)

調理員　13

小中学校 (78)

用務員　66 専門Ｐ　7

(東部４支所用務員業務)

調理員　12

小中学校 (79)

令和７年度（２０２５年度）　事務事業・組織機構の見直しによる職員数の見直し

内　　容 見　直　案

教 育 委 員 会
（関係部分掲載） （関係部分掲載）

小中学校

・八幡小学校の学校給食調理
場において，調理食数が減少
し，配置基準を下回ったこと
から，調理員１名を削減する
ものであります。

・小学校２校（駒場小・南本
通小）において，児童数が減
少し，事務員の配置基準を下
回ったことから，専門パート
タイム会計年度任用職員２名
を削減するものであります。

専門Ｐ　35

(学校事務業務)

専門Ｐ　15

(学校司書業務)

専門Ｐ　33

(学校事務業務)

専門Ｐ　15

(学校司書業務)

現　　　行
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